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第１　はじめに
　私は、平成24年１月に弁護士登録を行い、登録初年度から医療法人医誠会の本部で勤務している。
当医療法人は、複数の病院及び介護老人保健施設の運営を行っており、本部とは、各病院等施設の
総務・人事・経理等の一部又は全部を管理している部署である。私はその本部において、各病院施
設で発生した法的問題の対応及び再発防止策の提案等、いわばリスクマネジメントに対する取り組
みを行っている。
　従来、病院業界においては、日々発生する様々な問題に対し、医師・看護師等の医療専門家が中
心となってその解決を図ってきており、特に医療行為に対する問題解決の仕組みの中においては、
司法や法律家の役割や必要性はあまり意識されてこなかったといえる。しかしながら、平成11年に
時期を同じくして発生した横浜市立大学医学部附属病院での患者の取り違え事故1や都立広尾病院
での看護師による誤点滴の事故2等の医療過誤について、各メディアが大きく報道したことを契機
に、国民の医療に対する信頼が揺らぎ、また、同時に医療サービスに対する国民の権利意識の高揚
１　同事件については、第一審（横浜地判平成13年９月20日）、控訴審（東京高判平成15年３月25日）および上告審（最
判平成19年３月26日）について、刑集61巻２号149頁以下に掲載されている。本判決の評釈としては、第一審につき、
平塚志保「判比」年報医事法学18号146頁、控訴審につき、大塚祐史「判比」医事法判例百選別冊ジュリスト183号
192頁、上告審につき、樋口亮介「判比」ジュリスト1382号140頁等がある。
２　参照、東京地判平成16年１月30日判例時報1861号３頁。なお、本判決の評釈として三谷仁美「判比」法律時報77
巻５号114頁がある。また、同判決の控訴審につき、東京高判平成16年９月30日判例時報1880号72頁。控訴審判決
の評釈として、河上正二「判比」医事法判例百選別冊ジュリスト183号132頁。
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等も相まって、医療訴訟が増加することになった3。そして、医療訴訟の注目度も以前より高くなっ
ているといえる。このような状況に対して病院業界では、患者に対する説明責任を果たし、具体的
な医療行為への理解を促すこと、つまりインフォームドコンセントによる紛争予防を重視するよう
になってきている。そしてその際、医療行為は、診療契約という準委任契約に基づくものであって、
入院誓約書や手術同意書の作成作業はその具体的な契約内容を構成するものであること、医師法上
の義務であるカルテへの記載は、事後的に問題が生じた場合に裁判上の証拠としての価値を有する
こと等が意識されるようになってきている。
　また、病院運営に目を向けると、近年、一般企業において、経営を揺るがす不祥事を防ぐための
コンプライアンスの重要性が叫ばれているのと同様に、診療報酬の不正請求や医療過誤におけるカ
ルテ改ざん等の不祥事によって病院の存続に関わる事態等も生じていることから、コンプライアン
スの重要性がより一層高まってきている。
　このように医療行為に関して法的な意味を認識し、病院運営のコンプライアンスを見直すことは、
結局のところ病院業界における法的リスクマネジメントや病院内のガバナンスをどのように考える
のかという問題に帰着する。そして、私は、医療法人内（病院内）弁護士（以下、法人内弁護士とい
う）が、まさにこの法的リスクマネジメントや病院内のガバナンスについて大きな役割を果たすこ
とができるのではないかと考えている。
　現在、我が国においては、一連の司法制度改革の流れの中で弁護士が増員されたことにより、一
般企業や地方自治体の中で弁護士として働く者が従来に比べて増加しており、組織内における弁護
士の役割が見直されてきている4。またその中でも、医療法人は、一般企業や自治体とは少し異な
３　本文中の医療過誤事件が医療訴訟増加の契機になったと一般的に認識されている。最高裁判所のHPの「医事訴
訟関係委員会について」に掲載されている資料によれば、平成12年に新規に提訴された医療訴訟件数は677件であり、
平成16年に1110件まで増加をたどる。その後徐々に減少傾向となり、平成24年には793件となっている。最近の医
療関係訴訟の処理状況および平均審理期間については、最高裁WEBページhttp：//www.courts.go.jp/saikosai/
vcms_lf/201305izitoukei1.pdf　参照。
４　組織内弁護士に関する主な文献として、鈴木均、小島唯史、小出啓次他「シンポジウム組織内弁護士の座談会（１）
～（３）」二弁フロンティア60号30頁、61号34頁、62号285頁、飯田隆「日弁連における組織内弁護士推進への取組
み」法律のひろば62巻８号16頁、森際康友「組織内弁護士の自治と倫理」自由と正義63巻10号29頁等がある。また、
企業内弁護士については、芦原一郎『社内弁護士という選択』（商事法務・平成20年）、日本弁護士連合会弁護士業
務改革委員会編『企業内弁護士』（商事法務・平成21年）のほか、荻野定一郎他「企業内弁護士」自由と正義23巻
６号84頁、高石義一「企業内弁護士と法律相談」自由と正義34巻12号42頁、池永朝昭、河村明雄、天野正人他「特
集シンポジウム企業内弁護士（１）～（３）」二弁フロンティア35号27頁、36号27頁、37号42頁、片岡詳子、前田
則政、梅田康宏「特集シンポジウム　若手企業内弁護士（１）～（３）」二弁フロンティア45号25頁、46号12頁、
47号34頁、「特集企業内弁護士」自由と正義58巻５号12頁、梅田康宏「企業コンプライアンスと企業内弁護士の役割」
法学セミナー52巻10号８頁、「特集　多様な法曹　企業内弁護士」自由と正義62巻８号11頁、片岡詳子、梅田康宏、
伊東卓他「特集座談会　企業内弁護士の展望と弁護士業界の課題（前編）」二弁フロンティア120号26頁など豊富な
文献が存在している。医療法人内弁護士の業務や意義を考えるにあたっても、上述の企業内弁護士に関する先行研
究は極めて重要であると思われる。
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る組織体であり、病院を運営する上で、様々な特有の法的問題も抱えている。そこで本稿では、い
まだ未開拓といえる医療分野における法人内弁護士の業務と役割について、少ない経験ながらも業
務内容について紹介し、法人内弁護士が、医療法人内部、特に病院内で法的問題に関与する意義に
ついて当事者として感じたことを述べてみたい5。なお、以下の論述は、一般企業や弁護士事務所
の理念や体制が千差万別のように、あくまで一法人内弁護士としての経験に基づく私見を述べるも
のであることをご容赦願いたい。また、今後経験を経るにつれて、考えが変わってくることもあろ
うかと思う。
第２　業務内容について
　私が勤務する医療法人が弁護士を採用すると決断した目的は、法人内に弁護士を置くことで内部
統制機能の拡充を図るところにあった。しかし、弁護士の採用は、当医療法人として初めてのこと
であるばかりでなく、全国的にみてもほとんど先例がない中でのことであったので、具体的な業務
内容としては何ら確立したものがあるわけではなかった。それゆえ、赴任当初は医療法人内で危機
管理業務6を担当している元警察職員に同行し、トラブルとなっている患者に対応したり、医療広
告や個人情報保護法、契約書等に関する相談といった単発的な法律相談に応じていたにとどまる。
　その後、数か月を経て、医療法人内（病院内）で発生した問題を個別的かつ事後的に解決する業
務に加えて、紛争を事前に回避し、予防する体制を整備することも、法人内弁護士としてのより重
要な役割であると考え、法人内の理事の方々との協議・相談の上、コンプライアンス推進室という
部署を新たに立ち上げ、そこを拠点に活動することになった。
５　我が国において、医療法人内弁護士の存在は現在においても極めて少数、おそらく数人にとどまっているのでは
ないかと思われる。また、民間の医療法人内弁護士の業務について紹介している文献は見当たらない。ただ、関連
する文献として、越後純子、長瀬啓介「病院の法務部」病院69巻10号782頁を挙げることができる。同論文は、国
立大学付属病院における実務経験を踏まえ、法務部門が取り扱う業務について具体的に解説した上で、病院の法務
部門の役割について論じており、この分野の画期的な先行業績であるといえる。なお、同論文の著者は、国立大学
病院である金沢大学付属病院の副院長・経営企画部部長である長瀬金沢大学教授と同病院経営企画部副部長（法務
担当）である越後金沢大学特任准教授であり、越後准教授の肩書には弁護士であることが明記されている。さらに、
本文において「金沢大学付属病院においては、2010年１月より国立大学付属病院としては初めて、医師の資格を有
する弁護士を擁する院内法務部門が設置され、稼働している」（同782頁）との記述もある。また、北野文将「法曹
人の新しいフィールド　第13回医療安全を支える一員として」自由と正義63巻７号60頁も、国立大学付属病院に勤
務する弁護士の職務内容を簡潔に紹介している。なお、同論文では、弁護士である著者が「2011年７月から名古屋
大学医学部付属病院医療の質・安全管理部に同病院の職員として勤め始め」ており、「名古屋大学病院は医療安全
に特に力を入れており、おそらく医療安全部門としては国内病院のトップに立つ陣容になっていると思われます。
弁護士資格を持つ私が職員として配置されたこともその強化策の一環であり、国立大学病院では初めての試みで
す。」との記述がある（同60頁）。
６　危機管理業務とは、各病院内で悪質なクレーマーが出現したり犯罪が生じた際に個別に対応を行っていく業務で
あり、当法人では、危機管理業務のために元警察職員を採用している。
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　コンプライアンス推進室は、既に発生した問題に対処することに加えて、今後発生しうる同種事
案の予防策を講じることを業務とし、法人内においてそれらの予防策をもっとも実行しやすい部署
として位置付けられている。また、コンプライアンス推進室は、厳密にいえばコンプライアンス推
進業務の範疇に入らない総務・法務等に関する業務も併せて行っており、総合的にみれば法人全体
の法的リスクマネジメントやガバナンスを担っている部署となっている。
　私が赴任して以来、医療法人内での業務は時の経過とともに徐々に増加しており、それらを現段
階で私なりに類型化すると、１、医事紛争対応業務、２、法務関連業務、３、訴訟対応業務、４、
コンプライアンスの推進業務に分けることができる。以下、各々の業務について順次紹介する。
１、医事紛争対応業務
（１）　医事紛争対応業務とは、医療事故7が発生したことにより、今後法的紛争が予想される事案や、
患者・家族から暴言や賠償要求等があり医療従事者や病院担当者側（以下、病院側という）で
対応困難になっている事案について、相談を受けた上で、適宜解決していく業務である。
　　　医療事故が発生した際には、まず、病院側においてカルテへの記載や患者への説明等の適切
な対応が行われる。その過程において、今後法的紛争が予想される場合や、患者から暴言や賠
償要求等があった場合に、私のところに相談が持ち込まれる。なお、これらのケースでは、患
者・家族が病院側の説明や対応に不信・不満をもっている場合がほとんどである。以下、説明
の便宜上、医療行為における過失の有無に分けて、私の役割について述べる。
（２）　医療行為に過失がある（医療過誤）と判断された場合の役割
　　　まず、このケースの前提問題として、医療行為の過失の有無が不明の場合には、各病院にお
いて医師や看護師等により構成される医療事故調査委員会（各病院によって呼称は異なる。）を
開催した上で、当該委員会において過失の有無が判定され、各病院としての過失の有無につい
ての見解が定まることになる。なお、私は、院長が法的見解も必要と判断した場合には、医療
事故調査委員会へ出席することになっている。そして、このタイミングで、保険会社にも事故
の報告と各病院の判断を伝え、医師賠償責任保険の適用の有無を判断してもらうことなる8。
　　　このような手続きを経た上で、医療過誤と判断された場合には、病院側の患者・家族に対す
る説明責任を果たした上で、保険会社から提示された保険金支払額を参考に、病院側と患者・
家族が話し合うことになる。この際保険会社の医師賠償責任保険の適用の有無や保険金支払額
について法人内弁護士として問題を感じるのであれば、私と保険会社との間で意見交換をする
場合もある。
７　医療事故とは、医療に関わる場所で、医療の全過程において発生するすべての人身事故を指す（厚生省リスクマ
ネージメントスタンダードマニュアル作成委員会編「リスクマネージメントマニュアル指針」（平成12年）参照）。
８　これは我が国のほとんどの病院が医師賠償責任保険に加入していることによる。
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　　　また、病院側で患者・家族との話し合いをすることが困難な状態となれば、法人内弁護士と
して、患者・家族との話し合いに同席したり、第三者的な立場で話し合いを引き継ぐことがある。
ただ、話し合いへの同席ないし話し合いを引継ぐか否かの判断は、相手方に弁護士が付いてい
ない場合、特に慎重にならざるを得ない。弁護士といっても、法人内弁護士は、一方当事者の
立場にあるので、もともと病院に不満を持っている相手方に、法的な考え方で説得することは
もちろん、状況を客観的に理解していただくことすら困難であることも多く、場合によっては
相手の態度の硬化を招き、双方の利益にならない事態を招きかねないと考えられるからであ
る9。以上、状況に応じて変化はするが、大筋上記のような対応を行い、また、民事調停等の
裁判外紛争処理手続き（ADR）も検討した上、このケースについては、これ以上話し合いが前
に進まない場合には、ここで対応を打ち切ることになる。
（３）　医療行為に過失がないと判断される場合の役割
　　　医療過誤でないと判断される場合には、私から病院側に対して事前に法的なアドバイスを行
う機会を設けた上で、病院側、特に医療従事者が患者・家族と話し合い、説明を尽くすことに
なる。説明を尽くしてもなお問題が解決しない場合には、対応を打ち切るように指示するか又
は法人内弁護士名義の内容証明郵便等といった書面による対応を行うようにしている。このよ
うな対応をとる理由としては、医療事故調査委員会により病院側の見解として医療過誤である
と判断された場合とは異なり、弁護士が話し合いに入ったところで、ほとんど交渉の余地がな
いからである10。ただ、例外的に相手方が弁護士にも考え方を聞きたいと要望してきた場合等
には、法人内弁護士の立場から法的観点について直接患者・家族に説明しても差し支えないと
考えている。
２、法務関連業務
（１）　法務関連業務とは、企業でいう法務部としての役割のことである。法務関連業務としては、
①総務・人事・財務部門との業務協力、②法律相談業務、③未収金問題対応等を行っている。
（２）　①総務・人事・財務部門との業務協力
　　　医療法人における総務部門は、他の部門が取り扱っていない全ての業務に対応する部門であ
り、規則・規程・文書の整備や病院移転に関する問題等も扱っている。規則・規程の整備や病
院移転に関する問題については、法人内弁護士として単独で処理するのではなく、部門におけ
るチームの一員として関与している。また、病院の入院申込書や職員の個人情報保護に関する
９　なお、医療業界では、既に看護師の職種の中に患者と病院との間に入り相互の調整を図る医療メディエーターと
いう職種があり、その活動ノウハウは法人内弁護士にとっても今後参考となると思われる。
10　この点、クレーマーと判断される場合の病院及び弁護士の対応として深澤直之『医療現場のクレーマー撃退法　
法的クレーム処理＆ケーススタディ99』（東京法令出版・平成24年）が参考になる。
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誓約書等の文書様式の整備作業については、法的観点からアドバイスをするといった業務を
行っている。
　　　人事部門との関連では、人事に関する手続きや懲戒に関する手続きについて、法的問題を洗
い出し、今後の紛争の防止という観点から、法人内弁護士としての見解を述べることがある。
　　　また、最近の病院業界においては、医療費の抑制のために保険診療報酬が削減される傾向に
あり、病院が連携して効率的な経営を行う必要性が出てきている。そこで、病院の組織再編に
ついて検討することもあり、財務部門と協力して関係する法的問題に取り組むこともある。さ
らに、組織再編の問題においては、医療法等との関連で、行政当局との対応が必要となり、行
政法や行政訴訟法の知識を活用することで、法人内弁護士として協力できる場面も十分に考え
られるところである。なお、行政当局との関係では、行政法令に基づく定期的な立入検査等の
行政調査に同席することもある。
（３）　②法律相談業務
　　ア　一般的な法律相談
　　　　医療法人（病院）も社会経済活動を行っていることから、人事労務問題や借地借家関係と
いった一般的な法律問題が生じ、適宜相談を受ける。また、通院患者がクレームをつけて病
院から退去しないであるとか、カルテ開示を要求されているが応じるべきか否かといった病
院独特の問題について各病院の事務長等から相談が寄せられるので、適宜電話やメール、面
談で応じている。
　　イ　医療法や介護保険法、薬事法等の医療分野に関する法律相談
　　　　特殊な法律相談として、医療法や介護保険、薬事法等の医療分野に関わる法律相談を受け
ることがある。医療分野の専門的な法律相談については、調査しなければわからないことが
多く、十分な調査をしてから対応するようにしている。特に法律の解釈に関する問題につい
ては、政省令などの法規命令や通達・通知のような行政規則が実務上は重要であることから、
厚労省や近畿厚生局、府の保健局等の行政当局に確認をとりながら慎重に事案の処理にあ
たっている。
　　ウ　契約書のチェック
　　　　医療法人（病院）は、多数の契約を交わしていることから、法律相談業務の中でも契約書
のチェックが占める割合は大きい。契約書のチェックには、適法な契約であるか、不明確な
点はないかという消極的な観点からのチェックと、当方にとって好ましい契約になっている
か否かという積極的な観点からのチェックの二つの視点がある。前者については、契約内容
を踏まえた上で、法的な観点からその適法性のみを審査すればよく、これは法人内弁護士だ
けのチェックで済ませることも可能である。しかし、後者については、それぞれの契約の窓
口となる法人内の各部門と相談した上で、当該部門が想定する契約内容そのものを具体的に
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詰めていく必要があり、関係する部門とも緊密に相談しながら法的なチェックを行ってい
る11。
　　　　医療法人（病院）に関係する契約書について、おそらく一般的に言えるのは、業者との契
約が信頼関係のもとに何年間も継続されているため、契約書自体が薄いものであったり、契
約書を紛失していたり、契約内容と異なった手続きを行っていること等が少なくないことで
ある。そこで、法人内弁護士としては、外部の業者との取引をする場合において、その取引
が病院にとって不利なものでないかについて常に注意を払い、取引業者が持参してきた契約
書に病院側が漫然とサインするのではなく、契約内容を精査して、ときには、修正するよう
アドバイスすることも必要だと感じている。
（４）　③未収金問題対応12
　　　各病院施設からの相談として未収金に関する問題も多いので、一つの項目として挙げる。未
収金問題については、未収金が発生した経緯を個別に聞いた上で、具体的な回収可能性を私が
判断し、悪質なケースに関しては、訴訟による対応を行っている。
　　　また、未収金問題について各病院施設から相談を受ける中で、入院誓約書や分割払い誓約書
の書面において診療契約の相手方が誰であるかが判然としないものがあったり、各病院施設に
未収金を専門にしている担当者がおらず、それにより債権の管理自体が不十分になっていたり
といった副次的な問題点が明らかになることも多く、改善策を適宜提案している。
　　　なお、そもそも未収金回収業務には、費用対効果の側面もあり、当該業務の改善についてど
の方策が一番適切と考えるかは経営に関する判断事項であるとも言える。しかしながら、未収
金を可能な限り発生させない仕組みの構築や、仮に発生したとしても、特に悪質な患者に対し
ては支払い督促や少額訴訟といった法的手続きがスムーズにとれる体制を整備しておくことは
重要であり、少なくともこれらの体制を整備することは法人内弁護士の役割であると考えられ
る。
３、訴訟対応業務
　第３の業務として訴訟対応業務がある。この業務は医事紛争対応業務や法務関連業務と関係する
が、独立した業務として以下に整理を行う。これは、訴訟対応業務こそが弁護士の最も専門とする
分野であるということができ、また、この業務を一般職員ではなく、法人内弁護士が行うことで、
11　このあたりの状況は、企業内弁護士の業務と同じであり、企業内弁護士の事務処理方法が参考になる。参照、日
本弁護士連合会弁護士業務改革委員会編『企業内弁護士』（商事法務）。また、企業内弁護士を有する企業も、重要
な案件の契約書については顧問弁護士を適宜活用しているとのことである。
12　ここでいう未収金問題とは、患者からの連絡や明確な理由がなく、患者が各病院施設に対して支払う医療費（自
己負担分費用）が未払いとなっており、各病院施設において、医療費の回収が困難となっている問題のことをいう。
－34－
「臨床法務研究」第12号
医療法人には一定のメリットがあるのではないかと考えているからである。
　まず、訴訟対応業務は、医療訴訟と医療訴訟以外の訴訟に分けることができる。医療訴訟の場合
には、原則として保険会社と顧問契約を行っている弁護士が訴訟を行うことになるので、私は、担
当医療従事者と保険会社の顧問弁護士との打ち合わせの席に同席し、両者の意思疎通のフォローを
行うことになる。
　他方、医療訴訟以外の訴訟については、当法人の顧問弁護士と共同受任し、私も代理人として訴
訟を担当する形で積極的に関与している。医療法人（病院）においては、人事労務に絡む法律問題
も多く、訴訟になる場面は多様なものが考えられる。共同受任で訴訟を行う場合、私は、当法人と
当法人の顧問弁護士との橋渡し役や顧問弁護士の補助的役割を果たしている。当法人の顧問弁護士
との橋渡し役の中での重要な作業内容としては、医療法人内にいる私の方で、訴訟の資料・証拠を
収集し、整理することである。また、当法人の理事と当法人の顧問弁護士の双方に対して報告や連
絡、相談を随時行うことで、医療法人と顧問弁護士との相互理解に尽力している。
　なお、それほど法的な争いがない未収金訴訟等については、事務手続きや助言等を当法人の顧問
弁護士にお願いした上で、私自身が単独で法廷に立つ場合もある。
４、コンプライアンス推進業務
　コンプライアンス推進業務は、私が在籍するコンプライアンス推進室の本来的業務である。決し
て十分ではないが、コンプライアンス推進室を立ち上げてからこれまでの間に、コンプライアンス
規程の作成、入社する際に提出を求めるコンプライアンスに関する誓約書の見直し、各施設が備え
るべき規程・マニュアル文書の点検や整備状況の確認13、医療従事者に対する個人情報保護に関す
る研修等の業務を行ってきた。
　なお、医療分野独自のコンプライアンスに関連する部門として、当法人には、コンプライアンス
推進室とは別に、医療安全委員会やクオリティマネジメント部14が従来から存在しているところで
ある。今のところこれらの部門とは情報を共有するのみであるが、両者はコンプライアンス推進室
と目的において共通しているところが多いため、今後連携を深める必要があると考えている。特に
手術の同意書やカルテの記載に関しては、今後、両者に対し法的観点からのアドバイスを行う必要
があると考えている。
　また、民間企業のうち、上場企業等においてはコンプライアンス研修が社内で定期的に開催され
ているところも多いが、病院内においても、その必要性は企業等と何ら変わりがない。したがって、
今後は、法人内弁護士による定期的なコンプライアンス研修を開催することも重要な課題であると
13　規程・マニュアル文書の点検・整備状況の確認作業は、私が各施設や各部局を訪問して行っている。
14　クオリティマネジメント部とは、当法人において、医療安全を推進する部門であり、医療安全関係にかかるISO
の取得を目指して活動している。
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考えている。
第３　法人内弁護士の意義
　以上、これまで私が行ってきた業務の概要について紹介したが、特に弁護士という資格がなくて
も、行える業務は多い15。そして、このような業務を専門とする部門として病院内の法務部の役割
も見直されているところである16。しかし、それでもなお、私は医療法人内（病院内）で弁護士が
働く意義は十分にあるのではないかと考えている。以下、数点、私なりの見解を挙げてみたい。
①　訴訟の効率化
　　まず、訴訟対応において、法人内弁護士は、病院内部や医療現場の事情に精通しうることから、
外部の顧問弁護士と協力することで、訴訟の効率化を図ることができる点が挙げられる。通常、
外部の顧問弁護士は、医療法人の内部事情や個別案件の背景事情についてあまり詳しくないにも
かかわらず、病院業界においてはクライアントである病院側が法的トラブルについて個々の事案
だけを「切り出して」、外部の顧問弁護士にいわば「丸投げ」する形で依頼をすることが多かった
と思われる。しかし、法人内弁護士がいることで外部の顧問弁護士に病院側の意見を丁寧かつ十
分に伝えることができるなど意思疎通が図りやすくなり、また外部の顧問弁護士にとっては法人
内弁護士がいることで訴訟に必要な情報をスムーズに得ることができるというメリットがあると
いえる。さらに、医療従事者の側にとっては、同じ法人内（病院内）で働くいわば同僚として法
人内弁護士がいることで、自らの見解を安心して伝えることができる環境が整備されているとも
いえる。
　　次に、病院が関わる様々な法的紛争の中には、特に専門性の高い分野（例えば、医療法、薬事法、
M＆A等）もある。このような専門性の高い法的紛争について、分野の専門性を問わずに外部顧
問弁護士へと依頼するのではなく、法人内弁護士の弁護士としての人脈やネットワーク17を活用
することで、それぞれの分野で専門的な知識をもつ外部弁護士を専門の問題ごと、ないし事件ご
とに選択して依頼する方法も可能になると思われ、この点もメリットに加えることができる。
②　職員・法人における法務意識の改善
　　第２で紹介した法人内弁護士の業務内容から分かるように、法人内弁護士は、当該医療法人に
おける様々な部門との間で日々の業務に関して部門横断的に数多くの接点を持つ。この点が、法
人内に弁護士が存在する第２のメリットであると考える。すなわち、各部門の職員が、相談や打
15　訴訟に関しても、簡易裁判所であれば従業員として行える場合がある。
16　法務部門の重要性については、前掲注５で挙げた越後論文を参照されたい。
17　企業内弁護士をはじめとする組織内弁護一般のネットワークとして日本組織内弁護士協会（JILA）があり、私も
会員である。なお、同協会については、同協会のホームページ（http：//jila.jimdo.com/）を参照されたい。
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ち合せなどの日々の業務において、法人内弁護士といわば日常的に接触することで、法律の専門
家たる弁護士から、その他の職員に対して法的思考方法（リーガルマインド）が自然と伝わると
思われるからである。より具体的にいえば、組織内部の弁護士が、例えば契約書に関して関係職
員と打ち合せを行ったり相談すること自体が、当該法的問題の解決とは別に、職員の法意識を向
上させるいわば研修的な機会をも提供していると考えられるのである。したがって、中長期的な
視点でみれば、弁護士の存在は、法人内の多くの職員の法務意識の改善・向上に資するものと思
われる。
　　なお、以上の指摘は、企業や自治体といった法人内に弁護士が存在するメリットと共通するも
のであるとも考えられる。しかしながら、医療業界においては、医療に特化した社会であるとい
う特性上、一般の企業等と比較して、契約等をはじめとした法的な知識を有している人材が必ず
しも多いとはいえない状況にあると思われる。したがって、この点でのメリットは、企業や自治
体に比べて、より大きいのではないかと考えている。
　　また、法人内弁護士が医療法人における訴訟管理を任され、法人の管理者に対して裁判上必要
な証拠資料や裁判所の考え方を伝えることにより、裁判の効率化が図られるのであるが、それは
同時に、法人の管理者に対して法人の日々の適正な運営に関する意識を高める効果を有している
と考えられる。
　　以上のように同じ職場にいる弁護士が、日々の業務を通じて各職員に法的思考を伝える機会が
あることで、職員・法人における法務意識・コンプライアンス意識が改善され、最終的には、医
療法人（病院）としての法的リスクマネジメントの向上にも効果があると考えている。
③　紛争の予防効果
　　最後に、法人内弁護士の存在は、紛争の予防に高い効果を発揮することができ、この点こそが
弁護士が法人内に存在する最も重要な意義であると考える。そもそも法人内弁護士と外部顧問弁
護士にはそれぞれメリット・デメリットがあり、両者は適切な役割分担の上で、相互に補完しあ
う関係であると考えられる。すなわち、外部の弁護士は、法的問題処理の経験が総じて豊富であ
り、一般に各々が得意の分野を有している。それゆえ、その点において外部の弁護士に個別の紛
争処理を依頼するメリットはやはり大きいといえる。また、例えば、特定の問題については対応
を外部委託することで、今後の一切の問題については、外部の弁護士に任せることができ、病院
は、本来の業務に専念できる。しかしながら、外部の弁護士は外部にいる以上、問題が深刻化す
る前に、または問題が発生しそうな環境がある場合に、内部に入ってまで改善を行うことは求め
られていないし、またそのような紛争の萌芽や根源を早期に発見することはできない。これに対
して、法人内弁護士がいる場合には、職員から気軽に法律相談を受けることが可能であり、実際
に、比較的小さな問題についても日々相談が寄せられる。そして、このような活動により、早期
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に根が深い法的問題を発見できることになる。そのうえで法人内弁護士は、一職員の立場から、
問題が早期の段階で内部の他部署と連携をとることができる。もちろんその際、法律の専門家た
る目線をもっていることから、法的問題について的確に指摘できるし、また場合によっては即座
に対策をとることが可能である。つまり、早期の段階で、一歩踏み込んだ対応をとることができ
るのである。このように紛争を事前に予防しうる点が、法人内弁護士の最大の存在意義であると
いえる。
　　なお、医療業界・病院業界は、医師・看護師をはじめとする資格社会でもある。その中で、一
般職員が、医療現場を担当する医師・看護師に対して法的な説明を行うよりも、法律の専門家た
る弁護士としての資格を背景に法人内弁護士がプロフェッショナルな立場から法的な説明を行っ
た方が、より説得的でスムーズに業務を進めることができる場合が往々にしてあると感じる。つ
まり、法人内弁護士は、医療業界という資格社会における専門分野の有資格者であるがゆえに、
法律分野における発言やアドバイスは、医療従事者や職員の方々に相当の重みをもって受け止め
られ、理解を得やすいといえる。この点は、病院内における重要なプレーヤーである医師・看護
師に対し、ハラスメント防止や厳格な個人情報保護管理など院内の規律を徹底させることでコン
プライアンスの向上を図りたいと考える経営サイドにとっては重要な点であろう。
第４　結びにかえて
　以上、法人内弁護士の業務と意義について述べたが、上記内容は、私の勤務する医療法人が複数
の病院等を運営する医療法人であり、かつ、私がコンプライアンス推進室に籍を置きガバナンスに
も関与する部門で勤務していることに依拠したものである。したがって、これらの業務内容が、ど
こまで他の医療法人（病院）に対しても普遍性をもって妥当するのかは明らかではない。また、そ
もそも、当医療法人においても、法人内弁護士の業務内容や役割分担が完全に確立しているとは到
底いえず、法人内弁護士の役割や効果をさらに発揮できる方法については現在も手探り状態である
といえる。しかし、現時点においても、弁護士として医療法人内（病院内）で働くことは、医療法
人（病院）経営における法的リスクマネジメントやガバナンスの向上に一定程度貢献できていると
の実感を得ているところであり、担当する業務に対しては弁護士としてのやりがいを大いに感じて
いるところである。
　また、本稿を執筆したことで以下の点についても改めて意識することができた。医療法人（病院）
の構造として法人の機能を医療と経営に分けた場合、法人内弁護士は、一般的に言って経営の面で
貢献できる場合が多いと思われる。しかし、現在厚生労働省内において医療事故に関する医療版事
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故調査制度が検討され18、外部の医師や弁護士から構成される第三者機関が医療機関で起きた予期
せぬ死亡事故の原因を究明する制度が模索されている。このような状況に鑑み、病院に勤める法人
内弁護士としても、院内の医療事故調査委員会等に参加した上で、医療過誤に関する判例を踏まえ
法的な視点から問題を発見することや、当該問題について医療従事者との間で議論すること等が今
後重要な業務になっていくのではないかと考えられるところである。
　最後に、病院の法的リスクマネジメントやガバナンスの改善は、患者との間の信頼により成立し
てきた医療業界にとって避けては通れない問題となっている。これは企業や自治体、そしてスポー
ツ競技団体にさえもコンプライアンスを強く求める時代の流れにも合致している。今後我が国にお
いて、各病院の経営者が病院内における法的リスクマネジメントやガバナンスの改善を考える際に、
医療法人内（病院内）で弁護士を採用することも一つの有効な方策であるとの認識が高まる時代に
なれば幸いである19。
18　新聞報道によれば、厚生労働省の検討部会が医療版「事故調」に関する制度の概要をまとめたとのことである（朝
日新聞平成25年５月30日朝刊）。
19　医療法人内弁護士のさらなる増加には、本文で述べた経営サイドの意識の変化に加えて、人材の供給源である法
科大学院、若手弁護士、司法修習生および法科大学院生の側も医療法人内弁護士の意義や重要性について目を向け
ていく必要があると考える。この点に関連して、岡山大学が全国に先駆けて2012年12月に設立した岡山大学法科大
学院弁護士研修センター（OkayamaUniversityAttorneyTrainingCenter、OATC）の試みに注目している。同セ
ンターは、自治体、医療機関・福祉施設、企業内で生じている法的問題についての研修を実施するための岡山大学
法科大学院の附属施設であり、ここで研修を受けた新人弁護士は、「組織内弁護士」として、自治体、医療機関・
福祉施設、企業等地域の様々な組織に派遣され、地域ニーズに対応したより質の高いリーガルサービスを広く提供
するとのことである。
